
 

 

平成３０年度事業実施計画 

 

一般社団法人 日本建設業連合会関西支部 

 

○基本方針 

 

建設業が社会資本整備の一翼を担う産業として国民の負託に応えるとともに、

健全な発展を目指した活動を積極的に展開するため、関係諸団体との緊密な連

携の下に本部の事業計画を基本方針とし、地域の実情に沿った活動を展開する。 

このため、本年度事業計画を定め、委員会活動を中心にして積極的な活動を

図るものとする。 



 

平成 30年度事業実施計画 

（１） 災害対策への対応 

１）近畿地方整備局等との災害協定の締結及び協定に基づく対応 

２）情報伝達等の訓練の実施 

３）災害対応マニュアルの検討 

４）関係機関が実施する防災訓練への参加 

 

（２） 公共工事の円滑な実施 

５）近畿地方整備局等の発注機関との意見交換会の実施 

６）建設生産システムの効率化に向けた取り組みに係る実態調査の実施 

 

（３） 安全・環境対策等の推進 

７）労働災害防止、公衆災害防止、公害防止、建設副産物対策及び鉄道事故 

防止に向けた現場の点検・パトロール、講習会の実施 

８）関係機関、発注者等が実施する安全対策活動への参加 

９）関係機関との安全・環境に関する意見交換会の実施 

 

（４） 請負契約制度の改善及び積算の適正化と資材対策の推進 

１０）近畿地方整備局等の発注機関との意見交換会の実施 

１１）入札・契約・積算に係る実態調査の実施 

１２）積算に関する教育資料の作成 

１３）近畿地方整備局が主催する資材対策連絡会への参画 

 

（５） 技術開発の推進 

  １４）技術力向上のための講習会の開催 

１５）新技術等を導入する現場見学会等の開催 

  １６）施工技術に関する教育資料の作成 

  １７）関係団体が主催する講習会等への委員派遣及び参加   

 

（６） 広報活動の推進 

  １８）支部広報誌の発行 

  １９）市民現場見学会の開催 

  ２０）関係団体が実施する展示会等への参画 

 

（７） その他   

  ２１）上記に属さない活動の実施 



 

関西支部委員会等 

 

 

○ 総務委員会 

○ 広報委員会 

○ 環境委員会 

○ 安全委員会 

  労務安全担当委員会 

  交通対策担当委員会 

  地下埋設物対策担当委員会 

  火薬類対策担当委員会 

○ 積算・資材委員会 

○ 土木工事技術委員会 

○ 電力委員会 

○ 鉄道委員会 

○ 海洋工事技術委員会 

○ 建築委員会 

  建築技術部会 

  建築積算部会 

 

（別 紙） 


